




































































































































































































































































類型 朝鮮民族 国家（韓国・北朝鮮） 日本社会
1日本社会志向1 ? ? ?
2同胞社会志向 ? ? 一
3日本社会志向H 十 一 ?
4地球社会志向1 ? 一 一
5日本社会志向皿 一 一
?
6地球社会志向H 『 一 一
7　× 一
? ?
8　× 『 十 一
第1類型（＋＋＋）
　第1類型は、エスニック・アイデンティティもナショナル・アイデンティティ21も
共に強く、かつ日本社会への帰属意識がある場合で、地方参政権を日本政府に求め、韓
国政府には、国政参政権を求める現在の民団の立場があてはまる22。民団は当初は、
第2類型に位置していたが、1970年代後半から各種の社会保障制度の「国籍条項」を
撤廃させることに主眼を置き、1980年代の指紋押捺反対運動を経て、1990年代には地
方参政権獲得運動を始めるなど、次第に第1類型に移行したといえる。1996年に20年
ぶりに採択された民団の第6次宣言でも、日本に永住すること、そして「日本社会にお
いて尊敬を受ける模範的な市民となることを指向する」と述べている23。一方、総聯
系の朝鮮学校出身者の中にも、日本企業に就職し、この類型にあてはまる者が増えてい
るようである。この類型の在日コリアンが望む日本社会は、国籍による差別をせず、民
族性を尊重する社会であり、その点で第3類型と共通するが、「韓国（朝鮮）籍」の維
持を前提としているので、　「（多国籍社会としての）日本社会志向」と言える。
第2類型（＋＋一）
　エスニック・アイデンティティもナショナル・アイデンティティも強いが、日本社会
への帰属意識は弱い類型である。1970年代までの民団と、総聯が第2類型にあてはま
る24。総聯系の学校で教育を受け、総聯傘下の組織で働く在日コリアンにとって、エ
スニック・アイデンティティとナショナル・アイデンティティは一体化している。日本
社会への帰属意識は少なく、帰属意識を持つことは同化につながるとして警戒している。
従って、総聯は外国人の地方参政権獲得に反対している25。朝鮮籍の維持は当然の前
提となっている。1980年代までは、朝鮮学校卒業後も、総聯傘下の組織に就職し、日
本社会とのかかわりが少なく、もっぱら同胞社会の中で生活している場合もあった。同
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胞社会が日本社会の中にありながら日本人との交流が限定されてきた背景には、日朝間
の外交的対立がある。この類型の人々は、日本社会に望むことは、同胞社会を維持する
条件を改善すること（特に民族教育の保障）である。これらの人々は、「同胞社会志向」
と言える。
　ただし、総聯系の在日コリアンの中でも3世になると、次第に日本社会への帰属意識
は強まりつつあるようである26。そうした変化への対応を迫られて、総聯も1990年
代に入って、少しずつ第1類型に移行しつつあるかに見える。例えば、1993年から1995
年にかけて行われた朝鮮学校の教科書改定では、在日コリアンが日本に定住していると
いう現実を重視した内容に変っている27。
第3類型（＋一＋）
　第3類型は、エスニック・アイデンティティは強いが、ナショナル・アイデンティ
ティは弱く、かつ日本社会への帰属意識をもった人たちで、民団と総聯の2大組織から
は独立して、民闘連に集結した全国各地で市民運動をしている人々が含まれる。これら
の運動は、1970年代以降、主に川崎市や大阪府など在日コリアンが集住する地域社会
で反差別の運動や民族教育の活動を行ってきた。「『民族』に代わる在日社会の新たな
統合理念として『市民』に着目し、市民社会の一員という共通の立場から日本人との『共
生』を訴え、当面その共生関係を築く拠点を『地域社会』」に求めた「市民社会論的在
日論」28を説く、主に2世の知識層は、こうした運動を理論的に支えた。
　これらの運動は、国家に対する帰属意識は弱いが、国籍差別に対する取り組みが多
くの比重を占めている。また、帰化制度を含めた日本政府の排他的な外国人政策に対す
る批判的見地から、これらの運動の担い手に帰化している人は少ない。しかし、ごく最
近になって、法務大臣の自由裁量に委ねられた帰化制度ではなく、裁量の余地なしに申
請者の意思のみによって国籍を取得できる制度、権利としての国籍取得を求める考え方
も広まりつつある29。
　一方、1985年に発足した「民族名をとりもどす会」は、　「帰化」等による日本国籍
取得の際、日本名に変更することを強いられた在日コリアンが裁判を通じて、民族名を
取り戻す運動を行ってきた。1994年9月に発展的解消したが、以後も会報「ムジゲチ
ョロム（虹のように）」を発行しながら、「日本籍コリアン」としての生き方を提起し
てきた。この運動も第3類型に含まれる。
　運動に加わらず、一般の日本や外資系の企業に就職しているが、民族名を維持し、
民族的出自を隠さない在日コリアンや、朝鮮学校出身で、日本の大学を卒業後、日本企
業に就職している人たちも少しずっ増えているが、この類型に含まれる。
　この類型の人々が望む日本社会は、第1類型同様、多民族・多国籍共生の社会だが、
ナショナル・アイデンティティは弱く、「韓国（朝鮮）籍」の維持に関して、より相対
化した観点を持っているので、　「（多民族社会としての）日本社会志向」といえる。
10
第4類型（＋一）
　第4類型は、民族的アイデンティティは強いが、国民的アイデンティティは弱く、か
つ日本社会への帰属意識の弱い人たちである。例えば、海外に移住したり、多国籍企業
で働く人々に、この類型にあてはまる在日コリアンがいるだろう30。福岡モデルの「個
人志向」の人があてはまるが、　「地球社会志向」と呼ぶことにする。
第5類型（一＋）
　第5類型は、エスニック・アイデンティティもナショナル・アイデンティティも弱
いが、日本社会への帰属意識は強い人たちで、現状ではこの類型にあてはまる在日コリ
アンがおそらく多数派といえるだろう。福岡モデルでいう「帰化志向」の人たちが含ま
れる。在日コリアンと日本人との結婚が増えている現状で、その子供たちは日本国籍を
取得して、日本人として教育を受ける場合が多いので、こうした「ダプル」の在日コリ
アンも、この類型にあてはまる場合が多いだろう。日本籍や他の外国籍にすることに、
他の類型に比べて最も抵抗がない。ただし、韓国民・北朝鮮国民としての意識はなくて
も、在日コリアン社会において支配的な、帰化に対する批判的見方の影響で、実際に帰
化するとは限らない。帰化をしていなくても、通名を使って、周囲からは日本人と見ら
れている場合が多い。日本の企業に就職し、普通の日本人と同様な価値観を持っている
場合が多いので、　「（単一民族社会としての）日本社会志向」と呼ぶ。
　ここで、なぜ第5類型の在日コリアンが多数派なのか、補足説明を行っておく。そ
れは、端的に言って、戦後の日本政府の在日コリアン政策が、第5類型（と第2類型）
を志向してきたからと言ってよかろう。法務省における在日コリアン政策立案の中心人
物と見られている坂中英徳氏によれば、戦後日本の在日コリアン政策は、「同化を図る
ための積極的な方策は何もとらない、いわば無為に徹して自然の成り行きに任せるもの
で」あったという。一方、「在日朝鮮人に対し外国人としての安定した法的地位を保障
し、日本国民に近い待遇を与えると、外国人の地位に満足して日本に帰化しようとしな
いようになる。在日朝鮮人が外国人の集団として未来永劫にわたって日本に居ることに
なるのは、治安に及ぼす影響その他の理由から好ましくない」という考え方が少なくと
も1970年代初め頃、行政部内において支配的であったことを坂中氏は認めている31。
坂中氏は、日本のような同化圧力の強い社会で、在日コリアンのエスニック・アイデン
ティティ維持を積極的に支援する制度を作らないことは、間接的に同化を促進すること
を意味することに気が付いていないようであるが、在日コリアンの不安定な法的地位を
あえて放置し、「本国に帰るか、日本に帰化するか」を在日コリアンに強いる政策をと
ってきたといえる。
　その後、坂中論文に提起された在日コリアンの法的地位の安定化と待遇改善が、1982
年に特例永住許可制度と難民条約の批准にともなう社会保障制度の在日コリアンへの
11
適用の形で実現し、日本政府の在日コリァン政策は、在日コリアンの法的地位を安定さ
せ、「限りなく日本国民に近い処遇」をすることによって、在日コリアンが「自発的に
日本に同化（帰化）するようになり、治安上その他の問題を引き起こすような存在でな
くなる」という考え方に移行したようである。これは、「北風」政策から「太陽」政策
への移行といえるが、新モデルの枠組では同じ第5類型と言ってよかろう。
第6類型（　　）
　6類型は、エスニック・アイデンティティもナショナル・アイデンティティも弱く、
かつ日本社会への帰属意識も弱い。第4類型同様、海外へ留学、移住したり、国内でも
外資系企業に勤めている人に多いと思われる。「所属アイデンティティ」よりも、「能
力アイデンティティ」や「関係アイデンティティ」に重きを置く人々である。福岡モデ
ルでいう「個人志向」の人達（「コスモポリタン」）が含まれるが、　「地球社会志向」
と呼ぶことにする。ただし、ここには、「能力アイデンティティ」や「関係アイデンテ
ィティ」も取得できずに、アイデンティティの葛藤に苦しく人々も含まれる。
第7・8類型　（一十十、一十一）
　国民的アイデンティティは強いが、民族的アイデンティティを持たない類型である。
ただし現実的には、韓国民・北朝鮮国民としての意識は強くても、朝鮮民族としての意
識が弱い人たちは、在日コリアンには、ほとんど存在しないだろう。
　以上を整理すると、第1類型から第6類型までの6種類となる。大まかに言えば、第
1類型は福岡氏の「同胞志向型」、第2類型は「祖国志向型」、第3類型は「共生志向
型」、第4類型と第6類型は「個人志向型」、第5類型は「帰化志向型」に重なる。以
上のような3つの軸を設定したことによって、各類型の特徴が明確になり、また各類型
の対比もはっきりしたのではないかと思われる。
　第2類型は「同胞社会志向」で、第4・6類型は「地球社会志向」であるが、残りの
第1・3・5類型は、いずれも「日本社会志向」である。ただし、その内実は、第1類
型は「多国籍社会」、第3類型は「多民族社会」、第5類型は「単一民族社会」と異な
る。第1類型と第3類型は、「単一民族・国籍社会」としての日本社会に変革を迫る類
型と言える32。
4在日コリアンの戦後史一新モデルによる解釈
本節では、新モデルを使って、戦後における在日コリアンの運動がどのように推移
してきたかを簡単に整理してみたい。
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①1950／1960年代
　この時期における在日コリアンの運動はほぼ2大「民族団体」に限定されていた。
総聯も民団も南北朝鮮の統一を希求し、いずれ在日コリアンは統一祖国に帰ることを想
定していた。実際に、1959年12月から1961年にかけては、75000人が北朝鮮に帰国し
ている33。これを新モデルの中に位置づけると、第2類型と見てよいだろう。これは、
当時の日本政府の位置付け（第2類型または第5類型）とも一致するものであった34。
②1970年代
　この時期は、日本全国の在日コリアンが集住する地域に、在日コリアンと日本人が
共闘して、自治体の外国人施策を批判する市民運動が立ち上がる時期である。1970年
に始まった日立就職差別裁判は、1974年に在日コリアンの原告の全面勝訴に終わった
が、原告を支援した各地のグループが集まって、民闘連が生まれた。全国各地のグルー
プは、各自治体に対して、公営住宅への入居、児童手当の支給、地方公務員の採用など
に関する国籍を理由とする差別を撤廃する運動を行い、成果をあげた。
　民団と総聯は、当初こうした運動が同化を進めるものとして、批判的であった。2
大団体を含めた当時の民族団体の多くは、在日コリアンが抱える問題は、本国の政治状
況に原因があり、本国の政治闘争に参加し、民主化や統一を成し遂げることが民族とし
て主体的に生きる道であると考えていた35。従って、在日コリアンの2大民族団体は
依然、第2類型にあてはまる。
　一方、　「日本の差別社会の変革」をめざし、　「民族差別との闘いこそが民族の主体
性を回復する」36と主張する一方で、国家への帰属意識を留保した民闘連は第4類型
に近い第3類型といえる37。
③1980年代
　この時期になると民団は次第に第1類型に移行する。総聯は第2類型に留まる。民
闘連は次第に「市民的アイデンティティ」を強めた第3類型となる38。日本政府自体
の外国人の位置付けは、この時期、第5類型と第2類型の組み合わせから第5類型と第
1類型の組み合わせに移行を始める。これは、インドシア難民の受入れと国際人権規約
や難民条約の批准が大きく影響している39。
　1980年代、民闘連が行ってきた様々な生活権にかかわる差別撤廃運動は、　「ネオ同
化主義」という批判をあびた。これは、日本社会への帰属意識を強めたアイデンティテ
ィの持ち方が、エスニック・アイデンティティを弱めるのではないかという見方に基づ
いている。つまり、第3類型ではなく、実は第5類型に位置しているのではないかとい
う批判であった。これに対して、民闘連のリーダーの一人である李敬宰氏は最近、「差
別撤廃運動は本質的に『同化』と密接な関係を持っている」、すなわち、差別撤廃運動
の成果は、「一歩間違うとr同化』側に傾き、うまく行くと『アイデンティティ（民族）』
13
の回生になる」が、残念ながらrr同化』への傾きが勝ったといえる」と率直な総括を
している。これは、「市民社会論的在日論」における「市民」とエスニック・アイデニ
ティティの関係が曖昧であることとも関連している40。
④1990年代
　この時期は、民団は第1類型に位置する。総聯も前述のように第2類型から次第に第
1類型に移行する。民闘連は、第3類型に位置する。
　第3類型に位置する1990年代の運動について、2点の補足を行う。第1に、民闘連
の運動は、ナショナル・アイデンティティを前提とはしていないが、主に国籍差別の撤
廃を目標としてきた。従って、日本籍コリアンあるいはコリア系日本人（日本国民）と
しての生き方を肯定しながらも、そうした生き方を積極的に推進することはなかったが、
1998年1月の集会において、そうした生き方を運動として推進することが一部の参加
者から提起されている。集会の記録には、2本の論文が加えられており、そこには、在
日コリアンの生活権と文化を尊重する施策を推進する「多文化共生社会推進基本法」の
制定や権利としての国籍取得を可能にする国籍法の改正が唱えられている41。
　第2に、前述の「民族名をとりもどす会」を引き継ぐ形で、1995年に「日本籍朝鮮
人・ダブル」の集まりとして始まった「パラムの会」では、「『日本籍朝鮮人』や『ダ
ブル』を『在日朝鮮人』の枠組みの中に入れようとする論調に、批判的な意見」が強く、
さらに、「『日本籍朝鮮人』や『ダプル』という枠組みがさほど意味を持ち得ない」と
考える者が多いという42。サンフランシスコに住む日本出身の若者を調査した戴エイ
カは、閉鎖的カテゴリーとしての「ナショナリティ」や「エスニシティ」を否定する立
場を「ディアスポラ・アイデンティティ」と呼んでいる43。こうした既存の「エスニ
ック・アイデンティティ」に代わる、開かれた「エスニック・アイデンティティ」を求
める立場は、新しい軸の下での第3類型44及び第4類型45に位置するものとみなすこ
とができる。
5結語
　以上、福岡氏の貴重な調査から導かれた在日コリアンの諸類型を参照しながら、より
論理整合性の高い分類枠組の構築を試みた。小論が、在日コリアンのアイデンティティ
状況を理解し、さらに日本政府の在日コリアン政策の批判的検討を行う一助となれば幸
いである。
1在日コリアンとは、韓国籍、朝鮮籍、日本籍等を含めた、戦前から日本に住んでい
る朝鮮半島出身者とその子孫を指すこととする。
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2社会学者の鄭暎恵氏は、　「他者を分類し、名前を付けていくことで、自己に普遍の
位置を与えることが可能になる」と、既存の在日コリアン研究を批判している（「アイ
デンティティを超えて」『差別と共生の社会学』岩波書店、1996年、15頁）。この批判
に対して、本論は在日コリアンの分類枠組の構築を通じて、単一民族社会を志向する日
本を批判するための在日コリアンとの共同作業を準備するものであると答えたい。また、
日本人と在日コリアンが対等な関係を築くには、エスニシティとして日本人（日本民族）
を捉えることも必要であると考える（花崎皐平「エスニシティとしての日本人一共同性
からの解放と獲得と」『世界』1993年9月号）。　「日本人が『日本人』というエスニッ
ク・グループによって苦しめられてきた人々との対話を始めるためには、まず、『日本
人』というエスニックな位置をとる必要がある…意図的にまた戦略的に『日本人』とい
う位置を取ってこそ、このアイデンティティに内在する排除や差別の問題に取り組め
る」からである（戴エイカ『多文化主義とディアスポラ』明石書店、1999年、137－138
頁）。
3在日コリアンのアイデンティティの理解には、日本政府の同化政策や国籍差別、日
本社会の民族差別等の歴史的知識が前提となるが、本論ではアイデンティティそのもの
より、その分類枠組に焦点をあわせるため、省略する。在日コリアンの歴史及び現状に
関しては、　『在日韓国・朝鮮人』第1、2章参照。
4福岡氏の聞き取り調査は、　「在日韓国・朝鮮人問題をめぐる社会学的研究」として、
1988～ig89年度に文部省科学研究費補助金の助成を受けて行われた調査研究を、その
後も継続したもので、その研究成果の一部は、福岡安則・辻山ゆき子『同化と異化のは
ざまで一「在日」若者世代のアイデンティティ葛藤』（新幹社、1991年）、福岡安則・
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